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はじめに

　研究開発志向型製薬企業は、これまで革新的で
有用性の高い医薬品の開発を通じて、日本および
世界の人々の健康と医療の向上に継続して貢献し
てきた。しかしながら近年、生活習慣病等の治療
薬に対する満足度は向上し、これまで取り組まれ
てきた創薬標的はほとんど研究し尽くされ、製薬
企業が単独で革新的な医薬品・医療技術を創出す
る難易度はますます上昇している。このような厳
しい環境のなかで、製薬企業はアカデミアや創薬
ベンチャー等をはじめとする多様なステークホル
ダーとの共創を通じて、より効率的に科学の進歩
を患者さんにとっての価値に変える必要がある。
これまでに医薬産業政策研究所は、製薬企業のプ
レスリリースを情報源として、研究提携やライセ
ンス契約の動向等を調査し、近年重要性が増して
いるオープンイノベーションに関する国内製薬企
業の潮流を報告してきた１）～５）。
　今回筆者は、国内大手製薬企業の研究開発を中
心とした外部提携について、その最新動向を把握
するため、社外ステークホルダーに対して発信し
ている国内製薬企業のプレスリリースおよび
Evaluate Pharma の情報を組み合わせて調査し

た。本調査により、国内製薬企業が推進するオー
プンイノベーションの全体像を認識するととも
に、国内製薬企業が重要視する外部提携案件の特
徴から、オープンイノベーションの動向をより明
確に把握できると考えた。そのなかで、提携の代
表例であるライセンスイン契約ならびに企業買収
の動向を分析した。国内製薬企業が外部との提携
を通じて、どういった品目や技術を、世界のどの
ような場所から獲得し、世界のどのような場所で
実用化しようとしているのかを調査するため、国
内製薬企業のライセンスイン契約に着目し、導入
品目や提携先の特徴、契約により権利を獲得した
対象地域等の分析を実施した。加えて、品目や技
術を導出する側の特徴を把握するため、国内上場
創薬ベンチャーのプレスリリースから、創薬ベン
チャーにとって重要なビジネスモデルの一つであ
るライセンスアウト契約に関わる案件を抽出・分
析した。そのうえで、国内製薬企業と国内創薬ベ
ンチャーのライセンス契約の状況を比較すること
により、外部提携を活用した研究開発における共
創について、その将来像を考察する。

国内製薬企業の研究開発における共創
－日本の大手製薬企業と創薬ベンチャーの外部提携動向からの示唆－

医薬産業政策研究所　主任研究員　髙砂祐二

１）医薬産業政策研究所「日本の製薬企業におけるライセンス導入の動向」政策研ニュース No.25（2008年７月）
２）医薬産業政策研究所「増加する海外ベンチャーとのアライアンス」政策研ニュース No.29（2010年１月）
３）医薬産業政策研究所「プレスリリースで見る国内製薬企業のビジネスモデルの調査」政策研ニュース No.43（2014年11

月）
４）医薬産業政策研究所「製薬産業を取り巻く現状と課題 ～よりよい医薬品を世界へ届けるために～ 第一部：イノベーシ

ョンと新薬創出」産業レポート No.5（2014年12月）
５）医薬産業政策研究所「医薬品企業における研究提携の動向－各社プレスリリースより－」政策研ニュース No.55（2018

年11月）
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調査方法

　国内製薬企業10社（アステラス製薬、エーザイ、
大塚ホールディングス、小野薬品工業、協和キリ
ン、住友ファーマ、第一三共、武田薬品工業、田
辺三菱製薬、中外製薬）６）の2012～2021年の10年
間に、各社ウェブサイトで公表されたプレスリ
リースを調査対象とした（対象期間内のプレスリ
リースが一部未掲載の企業が存在する。付録 表１
参照）。
　各社のプレスリリースは2022年10～12月に参照
した。医療用医薬品や再生医療等製品等（後発医
薬品、バイオシミラーを除く）の品目や技術に関
わる共同研究開発等の研究・開発での提携、共同
販促を含む市販後の提携に関連するプレスリリー
スを抽出した。将来のビジネスに関連する取り組
みを調査するため、プレスリリース時点から取り
組み始めた案件について集計し、提携による開発
品目の開発状況・承認取得等に関するプレスリ
リースは除外した。提携条件変更、提携期間延長
等、同一提携先との複数回にわたるプレスリリー
スがある場合、当該案件の重み付けを図る目的で

重複してカウントした。
　プレスリリース件数を提携数としてカウントし
ており、調査対象企業間の提携で双方からプレス
リリースが公表されている場合は重複してカウン
トした。提携先の国籍や分類を分析する際には、
単一の提携案件で複数の外部組織と提携している
場合、複数カウントした。なお、提携先との受委
託契約、ならびに同一グループ会社間の提携は除
外した。提携先の企業情報、提携品目に関する情
報等がプレスリリースに記載されていない場合、
Evaluate Pharma のデータおよび各社のプレスリ
リース以外の公表情報を参照した。

国内製薬企業の外部提携数、企業買収件数推移

　国内製薬企業10社の2012～2021年における外部
提携数の推移、ならびに企業買収件数の推移を
図１に示す。企業買収については、１件の買収案
件で多数の品目を獲得する等、ライセンス契約や
共同開発といった外部提携と性質が異なることか
ら、外部提携には含まず別途カウントした。
　外部提携については、開発フェーズを、基礎研

６）日本製薬工業協会 DATA BOOK 2022「大手製薬企業の規模と業績（21社／連結決算）（日本）」より、医薬品事業売上
高上位10社を抽出

図１　外部提携数、企業買収件数推移
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究から非臨床試験までの「研究」、臨床試験から上
市前までの「開発」、「市販後」の３段階に区分し
た。それぞれの開発フェーズに関連し、外部と接
点を持つあらゆる提携を広く抽出しており、具体
例を提示すると、「研究」には、他者との共同研
究、研究で用いる技術等を相互に利用する提携、
社内研究のための助成金獲得、社外組織が実施す
る研究への出資等を含む。「開発」には、他者との
共同開発、開発ステージ別または地域別に開発を
他者と分担する提携等を含む。「市販後」には主と
して共同販促や、政府による上市品の購入契約等
を含む。投資会社を通じたベンチャーファンドへ
の出資等、いずれの開発フェーズにも割り振るこ
とが困難な案件は「その他」とした。なお、長期
収載品譲渡、製造拠点譲渡に関連する案件は除外
した。また、ライセンスイン契約およびライセン
スアウト契約は、当該契約により導入または導出
する品目・技術の契約時の開発ステージにより、

「研究」、「開発」、「市販後」のいずれかに割り付け
た。
　まず、外部提携数全体を見ると、2012～2017年
にかけて、その数が増加傾向であるものの、提携
数110件の2017年を頂点として、2019年にかけては
減少基調が見られた。しかしながら、対象期間と
した10年間では総じて増加傾向にあった（図１
左）。
　次に、開発フェーズごとの提携数では、いずれ
の年も研究および開発段階の合計提携数が全体の
７～８割を占めていた。研究開発を志向する国内
製薬企業は、創薬に重点を置いて外部と提携して
いる現状が確認された。
　企業買収に関しては、2012～2021年の期間に合
計33件の案件が確認された。総じて年間２～４件
で推移しているが、2017年が６件、2018年が８件
であり、この２年間の多さが目立つ結果となった

（図１右）。

国内製薬企業の提携先

　国内製薬企業の提携先を、製薬企業、創薬ベン
チャー、その他企業、アカデミア等に区分し、分
類ごとの提携数を図２に示す。本節では企業買収

案件は含まず、後節にて分析結果を示す。提携先
の会社設立からプレスリリース公表までの期間が
30年以内の新興創薬企業あるいは新興バイオテク
ノロジー企業を「創薬ベンチャー」と定義した。
最も提携数が多い分類は製薬企業で247件、次いで
創薬ベンチャーが237件と続いた。開発フェーズ別
で比較すると、研究段階ではアカデミア（114件）
および創薬ベンチャー（98件）との提携が多く、
開発段階では創薬ベンチャー（124件）ならびに製
薬企業（107件）との提携が多い結果となった。ま
た、国立研究開発法人との提携（29件）はその全
てが日本の組織、政府機関との提携（29件）はそ
の７割以上が日本の組織であり、国内製薬企業は、
日本政府ならびに国立研究機関との提携を重視し
ている傾向が見られた。
　以降は開発フェーズ別に分析した結果を示す。
　まずは、研究段階の提携に焦点を当てて分析す
る。アカデミア・国立研究開発法人、ならびに創
薬ベンチャーとの研究提携について、その提携数
推移を図３に示す。2018年以降、研究段階での提
携数が減少傾向にある創薬ベンチャーとの協働と
は対照的に、アカデミアや国立研究開発法人との
提携数は、調査期間を通じて総じて上昇している
動向が見て取れた。
　図４には、アカデミア・国立研究開発法人、創

図２　提携先分類別 外部提携数
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薬ベンチャー各々との研究提携におけるモダリテ
ィ分類割合を示す。アカデミア・国立研究開発法
人との研究提携では、対象となるモダリティが公
表されていない「なし」の割合が50％に上り、次
いで低分子（16％）、ワクチン（８％）、抗体（８
％）が続いた。一方で、創薬ベンチャーとの研究
提携では、「なし」の割合が25％で最も高かったも
のの、アカデミア・国立研究開発法人と比較する

と、その割合は低かった。２番手は、二重特異性
抗体ならびに抗体薬物複合体といった次世代抗体
を含む「抗体」（21％）、３番手は「低分子」（18
％）であった。
　対象モダリティが確定しているものの非公表と
している研究提携もあるとは考えられるが、図３
および図４の結果から、アカデミアや国立研究開
発法人には、医薬品候補品目となり得るモダリテ
ィを確定する以前に、疾患メカニズム解明等に資
する様々な基礎研究や専門知識を求めて提携する
ケースが多いと考えられる。他方、創薬ベンチャー
では、アカデミア・国立研究開発法人と比較して、
次世代抗体を含む抗体や細胞医療の割合が高いこ
とから、新規モダリティに関連した技術を求める
ために提携する案件が比較的多いと考えられる。
　研究段階の提携数が多いアカデミアおよび創薬
ベンチャー（図２参照）について、提携先の国籍
割合を図５に示す。アカデミアでは日本が71％を
占め最大となり、次いで米国（14％）、英国（８
％）と続いた。一方、創薬ベンチャーでは米国（45
％）が最も高く、２番手が日本（23％）、３番手が
英国（９％）だった。
　次に、開発段階の提携について分析する。開発
段階の提携数が多い創薬ベンチャーおよび製薬企
業（図２参照）について、提携先の国籍割合を図６

図３　アカデミア・国立研究開発法人、 　
　　　創薬ベンチャーとの研究提携数推移
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出所： 各社プレスリリース、Evaluate Pharmaをもとに作
成

図４　アカデミア・国立研究開発法人、創薬ベンチャーとの研究提携におけるモダリティ分類割合
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に示す。創薬ベンチャーでは、研究段階と同様に
米国企業の割合が70％を占め最も高く、日本（10
％）、英国（４％）が続いた。製薬企業では、日本
および米国の企業がいずれも３割程度という結果
となった。図５および図６の結果から、国内製薬
企業は、研究・開発段階で日本、米国、英国の提
携先と連携する機会が多いという傾向が見られ
た。
　国内製薬企業と研究・開発段階で提携が多い米
国の創薬ベンチャーについて、その所在州ごとの

提携数を表１に示す。西海岸のカリフォルニア州
に拠点を置く創薬ベンチャーとの提携が最多で、
45件が確認された。加えて、マサチューセッツ州
を中心に、ニューヨーク州、ペンシルベニア州、
メリーランド州、ニュージャージー州といった米
国北東部を本拠とする創薬ベンチャーとの提携が
多かった。このように、国内製薬企業は、創薬が
盛んなカリフォルニア州やマサチューセッツ州等
で、創薬ベンチャーの技術やシーズにアクセスし
ている状況が見て取れた。

図５　研究提携先（アカデミア、創薬ベンチャー）の国籍割合
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図６　開発提携先（創薬ベンチャー、製薬企業）の国籍割合
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国内製薬企業のライセンスイン契約

　次に、国内製薬企業のライセンスイン契約を対
象に調査した。医療用医薬品等の品目や技術に関
わる権利を導入するにあたり、開発進捗や売上高

に応じて国内製薬企業から提携先に対価の支払い
が生じるもの、加えて、対価の支払いに触れてい
ないプレスリリースに関しては、「ライセンス」と
記載があり契約先から権利を導入している提携を
ライセンスイン契約と定義した（共同販促を除
く）。図７には、ライセンスイン契約の2012～2021
年の推移、およびライセンスイン契約先の分類を
示す。調査期間中のライセンスイン契約は全127件
存在し、そのうち２件の契約先が２組織存在する
ため、ライセンスイン契約先は合計129組織とな
る。
　ライセンスイン契約数推移を見ると、2017年ま
では契約数が徐々に増加し、それ以降は頭打ちの
傾向が確認されたものの、調査対象期間10年間で
は総じて増加基調にあることが分かった。また、
ライセンスイン契約先の国籍を調査したところ、
日本と比較して主に米国を含む海外企業からのラ
イセンスイン契約数が多い結果となった（図７
左）。
　ライセンスイン契約先の分類では、創薬ベンチ
ャーが最も多く、その数は87社（67％）に達した。
なお、この創薬ベンチャー87社のうち、上場企業
は47社（54％）、非上場企業は40社（46％）であっ
た。次いで、製薬企業（22％）、アカデミア（５

表１　米国州別 創薬ベンチャー研究・開発提携数

米国州名 提携数
カリフォルニア 45
マサチューセッツ 29
ニューヨーク 12
ペンシルベニア 7
メリーランド 7
ニュージャージー 7
ワシントン 4
テキサス 3
オハイオ 3
イリノイ 2
コロラド 2
フロリダ 2
ノースカロライナ 2
バージニア 2
ニューハンプシャー 1
ロードアイランド 1
ミシガン 1
テネシー 1

出所： 各社プレスリリース、Evaluate Pharmaをもとに作
成

図７　ライセンスイン契約件数推移とその契約先分類
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％）と続いた（図７右）。
　ライセンスイン契約時における開発フェーズ別
の推移を図８に示す。調査期間前半（2012～2016
年）と比較して、後半（2017～2021年）ではライ
センス契約数が大きく増加している一方で、全体

に占める研究段階での契約割合は27％から30％へ
と微増に留まった。
　国内製薬企業のライセンスイン契約で導入した
品目について、モダリティ割合の推移を図９に示
す。低分子の割合は徐々に低下傾向が見られ、低
分子以外のモダリティの割合が漸増していた。低
分子以外のモダリティに着目すると、対象期間前
半にはワクチンが多く、対象期間後半に細胞医療、
遺伝子治療、デジタルアプリ等を含む医療機器が
多い特徴が見られた。
　ライセンスイン契約の対象地域割合を図10に示
す。全ライセンスイン契約127件のうち、対象地域
が不明の11件は除外した。日本のみを対象地域と
するライセンスイン契約は29％（34件）と最も割
合が高く、２番手が全世界（25％、29件）、３番手
が日本を含むアジア（17％、20件）という結果と
なった。これら上位３対象地域のライセンスイン
契約先の国籍を調査すると、いずれも米国が最も
多く、日本は米国に次ぐ２番手であった（表２）。
以上のことから、国内製薬企業は、海外、特に米
国からライセンス契約により品目を導入し、対象
地域として日本を含むアジアを中心に当該品目の
権利を獲得していることが分かった。

図８　 提携時開発フェーズ別ライセンスイン契約
件数推移
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成

図９　ライセンスイン契約のモダリティ割合推移
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国内製薬企業による企業買収

　前節までは、主として研究・開発段階における
提携全般について調査してきたが、本節では国内
製薬企業の企業買収に焦点を当てて分析する。
図１に示したとおり、2012～2021年の期間に合計
33件の企業買収が確認され、2018年の８件が最大
であった。図11に被買収企業の特性および買収額
の分布を示す。被買収企業の国籍割合は、米国が
最も高く（61％）、２番手に英国（15％）が続い
た。日本企業の割合は３％（１件）だった（図11
左上）。被買収企業の企業分類は、88％を創薬ベン
チャーが占めた（図11右上）。また、被買収企業の
設立年からプレスリリースで買収を公表した年ま
での期間を調査したところ、設立から５年以内の
企業買収が12件と最も多く、設立から間もない新
興企業を買収により獲得する傾向が確認された

（図11左下）。開発マイルストン等を含む買収額が

公表されている29件について、その分布を図11右
下に示す。２億ドル未満が７件、２～４億ドル未
満が７件と多いが、10億ドル以上も６件あり、買
収額には案件によって幅があることが分かった。
　さらに、買収案件１件につき、被買収企業が保
有する開発フェーズが最も進んだ１品目を抽出
し、その特徴を図12に示す。モダリティ分類の推
移については、2012～2016年の期間で低分子の割
合が64％に達していたが、2017～2021年の期間で
32％まで低下し、低分子以外のモダリティの割合
が64％まで向上していた。なお、低分子以外の内
訳は、2012～2016年の２件が細胞医療（１件）と
ワクチン（１件）、2017～2021年の14件が、細胞医
療（４件）、抗体（３件）、医療機器（３件）、遺伝
子治療（２件）、タンパク質（１件）、核酸（１件）
であった（図12左）。
　また、買収時点での開発フェーズを調査したと
ころ、2012～2016年の期間で存在しなかった研究
段階の品目が、2017～2021年の期間では７件確認
され、全体に占める研究段階の品目の割合は32％
であった（図12右）。以上のことから、国内製薬企
業は、買収によって米国を中心とする海外に拠点
を置き、研究段階にある低分子以外のモダリティ
を保有する新興企業と提携するケースが近年多く
なっている傾向が確認された。

国内上場創薬ベンチャーのライセンスアウト契約

　国内製薬企業のライセンスイン契約動向との比
較、および品目や技術を導出する側の動向を把握
する目的で、国内上場創薬ベンチャーのライセン
スアウト契約動向を調査した。2000～2021年の期
間に上場した国内創薬ベンチャー32社７）につい
て、2012～2021年の10年間にわたる各社プレスリ
リースからライセンスアウト契約の情報を抽出し
た（対象期間内のプレスリリースが一部未掲載の
企業が存在する。付録 表１参照）。
　図13に国内上場創薬ベンチャーのライセンスア
ウト契約数推移を示す。国内では上場による資金
調達を目指す創薬ベンチャーが米国と比較して多

図10　ライセンスイン契約の対象地域割合
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出所：各社プレスリリースをもとに作成

表２　上位３対象地域のライセンスイン契約先国籍

対象地域

日本のみ 全世界 日本＋アジア

提携先国籍
米国 15 15 14

日本 9 10 2
出所：各社プレスリリースをもとに作成

７）SPEEDA（株式会社ユーザベース）をもとに抽出
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図11　被買収企業の特性と買収額分布
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出所：各社プレスリリース、Evaluate Pharma をもとに作成

図12　買収により獲得した品目の特徴
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いと考えられ、調査対象とした創薬ベンチャーの
上場企業数増加に伴い、ライセンスアウト契約数
は概ね増加傾向にあったが、2020年をピークに
2021年は大きく減少した。また、提携先の国籍は、
国内製薬企業のライセンスイン契約数推移（図７
左）と比較して、日本企業との提携が多く、米国
企業との提携は少ない傾向があった。「その他」に
はアジア諸国が多く含まれることも特徴であっ
た。

　国内上場創薬ベンチャーのライセンスアウト契
約時における開発フェーズ別の提携数推移を図14
に示す。研究段階でのライセンスアウト契約の割
合は、2012～2016年の47％と比較して、2017～2021
年の期間に60％まで向上していた。
　図15には、ライセンスアウト契約のモダリティ
割合推移を示す。モダリティ割合の変化に特段の
傾向は見られないが、図９に示した国内製薬企業
のライセンスイン契約におけるモダリティ割合推

図13　 国内上場創薬ベンチャー；提携先国籍別 
ライセンスアウト契約件数推移
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出所： 各社プレスリリース、Evaluate Pharmaをもとに作
成

図14　 国内上場創薬ベンチャー；提携時開発フ
ェーズ別 ライセンスアウト件数推移
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図15　国内上場創薬ベンチャー；ライセンスアウト契約のモダリティ割合推移
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移と比較すると、低分子が概ね低い割合となって
いること、ペプチドならびに核酸の割合が多いこ
とが分かった。
　国内上場創薬ベンチャーのライセンスアウト契
約について、その対象地域の割合を図16に示す。
全ライセンスアウト契約104件のうち、対象地域が

不明の23件は除外した。最も割合が高い地域は全
世界で36％であり、次いで日本を除くアジア（19
％）、日本のみ（14％）と続いた。対象地域が全世
界であったライセンスアウト契約（29件）の導出
先企業国籍を調査したところ、最多は日本（11件）
であり、次いで米国（７件）が多かった。日本を
除くアジアを対象地域とする契約（15件）では、
台湾・香港を含む中国（８件）や韓国（５件）と
いったアジア国籍の企業が占めていた。日本のみ
を対象地域とする契約（11件）では、その全てが
日本企業へのライセンスアウトであった。

まとめと考察

　本稿では、国内製薬企業10社の2012～2021年に
公表されたプレスリリースとEvaluate Pharmaの
データとの組み合わせから、主として研究・開発
段階における外部との提携動向を調査した。
　まず、前節までの分析と比較して、よりマクロ
な視点から考察すべく、日本の医薬品製造業にお
ける社内使用研究費および社外支出研究費の推移
を図17に示す。2016～2021年の期間で、社内使用
研究費は1.4兆円前後を維持しており、そのうえ、

図16　 国内上場創薬ベンチャー；ライセンスアウ
ト契約の対象地域割合
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出所：各社プレスリリースをもとに作成

図17　医薬品産業の研究費推移（日本）
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注１： 総務省 科学技術研究調査で定義される「社内使用研究費」とは、社内で使用した研究費で、人件費、原材料費、有形
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出所： 総務省 科学技術研究調査をもとに作成
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国内外を合算した社外支出研究費も2020年を除く
と2,000億円程度で推移していた。2016年と2021年
の社外支出研究費推移の主な内訳を比較すると、
支出先を国内企業とする研究費が約1,100億円を
維持、海外企業へ支出した研究費は617億円から
792億円に伸長、国内アカデミア・公的機関が144
億円から197億円に伸長、海外アカデミアが47億円
から23億円に減少していた。このように、民間企
業では海外を重視する傾向が確認され、加えて、
アカデミアでは国内に傾注しつつある社外支出研
究費の動向が見て取れた。しかしながら、社内使
用研究費がそれほど増加していないことに伴い、
社外支出研究費全体も、2020年に3,558億円まで上
昇しているものの、2016年の2,086億円から2021年
の2,354億円の微増に留まっていた。今後、医薬品
産業が外部との研究提携をより一層強化していく
ためには、社外支出研究費を如何に確保するかも
課題の一つと言えよう。
　次に、前節までに示した国内製薬企業ならびに
国内上場創薬ベンチャーの外部提携動向の調査に
ついて考察する。国内製薬企業の外部提携数は、
2012～2021年にかけて概ね増加傾向であることが
分かった。一方で、2017年を頂点として2019年に
かけては減少基調が見られた。この減少の理由は
定かではないが、図１右で示したように、2017年
および2018年に企業買収件数が他年と比較して突
出しており、企業買収以外の提携の減少に影響を
与えた可能性がある。また、国内製薬企業が、初
期の開発フェーズを含めた全ての外部提携案件を
プレスリリースとして公表しているとは限らない
と考えられ、非公表の研究提携等は今回の調査に
含まれていないことを考慮する必要もある。
　今後、海外製薬企業の外部提携動向等を調査す
ることにより、海外グローバルファーマとの比較
を通じて国内製薬企業の現状をより的確に把握す
る予定である。
　国内製薬企業の外部提携について提携先を分析
したところ、アカデミアや国立研究開発法人との
研究提携数は近年増加傾向にあり、特に、医薬品
候補品目となり得るモダリティを確定する以前
に、疾患メカニズム解明等に資する様々な基礎研

究や専門知識を求める提携が多いと想定された。
国内製薬企業は産学連携でシーズを共同研究開発
し、製薬企業がリスクを取って資金を提供するこ
とで、革新的な医薬品に発展させるといったケー
スがこれまでにも多数ある。本稿の調査でも日本
のアカデミアとの連携は決して少ないとは言え
ず、今後も国内における産学連携は重要だと考え
られる。
　また、研究段階ではアカデミアおよび創薬ベン
チャーと、開発段階では創薬ベンチャーおよび製
薬企業との提携数が多いことを示した。特に米国
のカリフォルニア州ならびにマサチューセッツ州
に拠点を置く創薬ベンチャーとの研究・開発段階
での提携が目立った。近年、創薬ベンチャーによ
る医薬品研究開発の注目度が増すなか、国内製薬
企業は、創薬ベンチャーが有する自らの戦略に沿
った最先端の創薬技術や品目等を、国内のみなら
ず海外も含めて探索し、提携に結び付けていると
考えられる。なお、本稿にて調査対象とした国内
製薬企業10社のうち、５社がカリフォルニア州に
研究開発拠点を有し、同じく５社がマサチューセ
ッツ州に同拠点を構えていることから、このよう
な拠点を足掛かりとして現地の創薬ベンチャーと
連携する機会を探索していると考えられる。
　企業買収の調査から、国内製薬企業は、米国を
中心とする海外に拠点を置き、研究段階の新規モ
ダリティを保有する、設立から５年以内の新興創
薬ベンチャーを買収するケースが近年多くなって
いる傾向を確認することができた。買収１件につ
き最も開発フェーズが進んだ１品目を抽出して分
析すると、2012～2016年と比較して2017～2021年
では、買収を通じて研究段階の品目を獲得する案
件が増加していた。このことから、国内製薬企業
は、単にパイプラインの強化を目的とするのみな
らず、被買収企業の技術プラットフォームを活用
して、場合によっては自社の強みと組み合わせ、
将来の新規開発候補品の創出等を想定して買収に
よる提携を検討していると考えられる。なお、本
調査では国内創薬ベンチャーの買収事例はほとん
ど確認されなかった。その背景や要因の分析を推
進し、課題解決に向けた議論が期待される。
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　加えて、国内製薬企業のライセンスイン契約の
調査から、導入した品目や技術、導入元の特徴、
権利対象地域を分析した。その結果、ライセンス
イン契約により、研究段階ではなく主に開発・市
販後段階にある低分子以外のモダリティを、米国
を中心とする海外および日本から導入し、主とし
て日本を含むアジア地域で開発・販売する傾向が
見えてきた。別の表現を用いると、海外のライセ
ンスイン契約先企業は、日本を含むアジア地域で
の開発を日本の製薬企業に託し、商用化されるこ
とを期待していると言えよう。
　しかしながら、これはグローバルに開発するこ
とが効率的なシーズを海外の大手製薬企業が獲得
しており、それ以外の残存したシーズを国内製薬
企業がアジアで実用化するために獲得していると
も捉えられるだろう。
　実際に、導出側の動向を把握すべく国内上場創
薬ベンチャーのライセンスアウト契約について調
査した結果からは、開発フェーズがそれほど進ん
でいない段階にある新規モダリティを、主に日本
あるいは米国企業に対して、全世界を対象地域と

して導出している事例が多くあることが判明し
た。
　今後、国際共同治験がより多く実施され、世界
で同時に開発される品目がさらに増加すると、ア
ジア地域に強みを持つ国内製薬企業の存在価値は
徐々に薄れていくであろう。それゆえに、国内製
薬企業は、グローバルに展開可能な開発候補品を、
開発フェーズがより初期の研究段階から獲得する
ような取り組みが、より一層必要であると考えら
れる。今回のプレスリリース調査のなかでも、提
携先との共同研究を開始し、その後、協働により
創出された開発候補品の導入や、提携先の買収に
至るケースが複数確認された。将来的には、その
ような事例をより多く積み重ねていくことが求め
られるだろう。
　世界中のあらゆる場所で創出される最先端の生
命科学技術を、日本の製薬企業が提携を通じて取
り込み、革新的な医薬品を共創して、世界中のあ
らゆる場所の患者さんにお届けする。そのような
グローバルな体系の中に、一段と多くの日本企業
が参入している将来を期待したい。
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付録 表１　調査対象企業一覧

企業区分 企業名 プレスリリース
調査期間 企業区分 企業名 プレスリリース

調査期間

国内上場創薬
ベンチャー

Delta-Fly Pharma 2018～2021年

国内製薬企業

アステラス製薬 2012～2021年
アンジェス 2012～2021年 エーザイ 2012～2021年
オンコセラピー・サイエンス 2012～2021年 大塚ホールディングス 2012～2021年
オンコリスバイオファーマ 2012～2021年 小野薬品工業 2012～2021年
カイオム・バイオサイエンス 2012～2021年 協和キリン 2012～2021年
カルナバイオサイエンス 2012～2021年 住友ファーマ 2012～2021年
キッズウェル・バイオ 2012～2021年 第一三共 2012～2021年
キャンバス 2012～2021年 武田薬品工業 2014～2021年
クリングルファーマ 2020～2021年 田辺三菱製薬 2012～2021年
サンバイオ 2012～2021年 中外製薬 2012～2021年
ジーエヌアイグループ 2012～2021年
ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング 2012～2021年
シンバイオ製薬 2012～2021年
ステムリム 2019～2021年
ステラファーマ 2021年
スリー・ディー・マトリックス 2012～2021年
セルシード 2012～2021年
そーせいグループ 2012～2021年
ソレイジア・ファーマ 2013～2021年
デ・ウエスタン・セラピテクス研究所 2017～2021年
ナノキャリア 2012～2021年
ファンペップ 2015～2021年
ブライトパス・バイオ 2012～2021年
ペプチドリーム 2013～2021年
ヘリオス 2015～2021年
ペルセウスプロテオミクス 2012～2021年
メドレックス 2013～2021年
モダリス 2020～2021年
ラクオリア創薬 2012～2021年
リボミック 2012～2021年
レナサイエンス 2019～2021年
窪田製薬ホールディングス 2012～2021年

付録 図１　外部提携数の推移と提携先分類
（調査対象企業間提携で双方から公表されているプレスリリースを重複カウントしない場合）
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出所：各社プレスリリース、Evaluate Pharma をもとに作成


